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内部統制基本方針に関する決議のお知らせ 

 

 当社は平成18年5月25日開催の取締役会において、内部統制基本方針について下記のと
おり決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

 当社は、企業活動を通じ、企業価値の増大を図るとともに、健全で安定的な当社グループ

の企業基盤を構築するため、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下のとおり、当会社の

業務の適正を確保するための体制（以下、内部統制という）に関する事項を整備する。 

 

１．職務執行の基本方針 

   当社は、経営理念を掲げ、全ての役員及び従業員が職務を執行するうえでの基本方針

とする。 

     [経営理念] 

       「地域社会への奉仕と貢献」 

地域に密着し、人々の生活に貢献する企業を目指す。 

   当社は、この企業理念の下、業務執行の適正性を確保する体制を整備し運用すること

が重要な経営の責務であることを認識し、以下の内部統制システムを構築する。 

 

２．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制の整

備 

 (1) コーポレート・ガバナンス 

当社は、取締役会、監査役会、会計監査人の機関制度を基に引続きコーポレート・

ガバナンスの充実に取り組み、透明性の高い経営、迅速な意思決定、経営監視機能

の強化並びに適時適切な情報開示に努めるなど、ガバナンス体制を更に強化する。 

コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況については、 

一、取締役会の下には、社内取締役及び常勤監査役からなる「常勤役員会」を設

置し、事業の状況把握、情報の共有化を図るとともに、迅速な意思決定を行

い、重要事項についてはその報告をもとに取締役会で審議、決定するなど、

取締役会、常勤役員会の機能充実に努める。 

二、監査は、監査役監査、内部監査、会計監査人監査の三者監査による、透明性、

公正性の高い監査体制を確保し、業務執行の適法性・適正性の監視と業務運

営の効率化に向けた検証を行う。 



 (2) コンプライアンス     

コンプライアンス体制の基礎として「コンプライアンス基本方針」並びに「コンプ

ライアンスマニュアル」を制定するとともに、代表取締役社長を委員長とするコン

プライアンス委員会を組織し、法令、社会規範及び社内規程類に対する遵守の重要

性の徹底とその実施状況のモニタリングに努めるなど、諸施策を講ずる。 

また、社内通報制度として「社長直行便」を整備し、不正に対する監視体制の強化

並びに健全な職場環境の維持に努める。 

更に、法律専門家からの適宜、適切な法的アドバイスを受ける体制を確保するため、

弁護士事務所との顧問契約を締結する。 

 

３．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制について 

 (1) 情報の保存及び管理 

取締役及び社員の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体（以下、文書等とい

う）として、当社の「文書取扱規程」に基づき記録し、「文書保管基準年数一覧表」

の規程に従い、相応の期間で適切かつ確実に検索性の高い状態で保存及び管理する。 

(2)  情報の閲覧 

取締役並びに監査役は、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。 

 

４．損失の危険の管理に関する規程その他の体制について 

 (1) 職務執行の原則 

取締役は取締役会の決定により、社員は職務執行規程に基づき、それぞれの職務の

遂行に必要な権限を付与されるとともに、その範囲において職務の執行に伴うリス

クを管理し、結果について責任を負う。 

 (2) 稟議制度 

     重要財産の増減変動、通常でない費用の支出などの経営管理上の個別重要事項につ

いては、職務執行規程、決裁基準及び稟議規程に基づき、関係部との協議を経て、

社長及び本部長の承認決裁を得るなど、個別リスクの管理を強化する。 

 (3) リスク管理 

     取締役は、自己の担当領域について当社グループ全体のリスク管理の責任と権限を

有するものとし、更に、経営に重大な影響を及ぼすリスクを組織横断的に認識し、

評価、対応する体制を整備する。 

また、新たなリスクへの対応が必要となった場合は、速やかに対応責任者となる者

を定める。 

     大地震等の不測の事態が発生した場合には、「東武ストア防災規程」に基づき、社

長を本部長とする対策本部を設置して迅速な対応を行い、損害の拡大を防止しこれ

を最小限にとどめる体制を整える。 

 

５．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制について 

 (1)  経営管理システム 

取締役は、全社が共有する経営方針・経営計画を定め、この浸透を図り、その具現

化のための業績目標を設定するとともに、実施すべき具体的な施策を決定し、効率

的な業務遂行体制を構築する。 

 (2)  ＩＴの積極的な活用 

取締役会は、ＩＴを積極的に活用したシステムにより定期的にこの結果をレビュー

し、その議論を踏まえ、各取締役は実施すべき具体的な施策および権限の分配を含



めた業務遂行体制を改善する。 

 (3) 職務権限及び責任の明確化 

     取締役は取締役会において担当職務を決定し、諸規程（職務分掌規程、職務執行規

程、執行明細など）において取締役及び社員の役割、権限、責任を明確にし、あわ

せて、意思決定の社内ルールを定める。 

 

６．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制について 

 (1) グループ運営体制 

     当社及び子会社全体の内部統制の構築を目指し、当社に内部統制に関する担当組織

を設けるとともに、グループ各社間での内部統制に関する協議、情報の共有、指示

等が効率的に行われる体制を構築する。 

  経営管理については、当社への報告・決裁制度により子会社経営の管理を行うもの

とし、当社の常勤役員会において業務執行状況を監視する。 

 (2) 財務情報の適正性確保 

     当社グループは、連結財務諸表等の報告の信頼性を確保し、継続的なモニタリン    

グ体制を構築する。 

 

７．監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体

制並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項について 

 (1) 監査役の職務の補助体制 

取締役は、監査役の求めにより監査役の職務を補助する使用人として、適切な人材

を当社の使用人から任命する。 

 (2) 当該使用人の人事 

当該使用人の解任・任命・異動・懲戒・評価・報酬等の決定については事前に監査

役の意見を求めるなど、執行からの独立性を確保するものとする。 

 

８．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役会への報告に関する体制

について 

 (1) 報告体制 

取締役及び社員は、全社的に重大な影響を及ぼす事項、業務執行に関する事項、コ

ンプライアンス、リスクマネジメントに関する事項について、監査役に報告する。 

     また、取締役及び社員は、監査役から業務執行に関する報告を求められたときは、

誠実かつ正確に当該事項について報告する。 

  (2) 監査役の重要会議への出席 

    監査役は、取締役会に出席し、取締役から業務執行の状況その他重要事項の報告を

受けるほか、常勤役員会その他重要会議に出席する。 

 

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制について 

 (1) 監査室及び監査法人との連携 

    監査役は、監査職務の効率的な遂行にあたり、監査室及び監査法人から、監査方針、

監査計画及びその結果等について意見交換を行う。 

(2) 取締役の協力 

取締役は、監査役職務の適切な遂行のため、情報の収集や交換などが円滑に行われ

るように協力する。                      

以 上 


